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事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 

作成日：平成 22 年 12 月 21 日 

担当部･課：地球環境部環境管理グループ 

環境管理第一課 

１．案件名 

（科学技術）スリランカ廃棄物処分場における地域特性を活かした汚染防止と修復技術の構築 

２．協力概要 

(1) 事業の目的 

 我が国の研究機関とスリランカ国の研究機関が廃棄物処分場の環境改善に係る技術的方策を共

同で研究・開発することで、適用可能な低コスト・低メンテナンス・低環境負荷の汚染防止・修

復技術の開発・導入を目指しつつ、スリランカ国の研究者及び技術者の育成と同国における廃棄

物の最終処分の技術力の向上を目的としている。 

具体的に開発する技術としては、①浸出水処理技術、②遮水ライナー技術、③安全な廃棄物積

み上げ層厚及びその傾斜角の決定、④処分場キャッピング技術、⑤反応性浸透壁技術の 5 項目で

ある。開発された技術は、ガンポラ処分場及びハンバントタ処分場での野外スケール研究1によっ

て実証し、その成果を技術ガイドラインとしてまとめ、行政機関（地方政府・州議会省及び環境

省）に提案する。 

 

(2) 協力期間 

 2011 年 4 月から 2016 年 3 月（5 年間） 

 

(3) 協力総額（JICA 側） 

 合計：約 3.6 億円（JICA 予算ベースのみ、国内協力機関、独立行政法人科学技術振興機構（JST）

等外部資金を含まない） 

 

(4) 協力相手先機関 

 ペラデニヤ大学 (University of Peradeniya) 

 ルフナ大学 (University of Ruhuna) 

 キャンディ基礎研究所（Institute of Fundamental Studies :IFS) 

 全国廃棄物管理支援センター (National Solid Waste Management Support Centre: NSWMSC) 

 中央環境庁（Central Environmental Authority: CEA） 

 また、本プロジェクトの年次計画及び進捗状況のレビューを行い、関係機関間の調整を行うた

めに、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）を、少なくとも年 1 回開催する事とす

る。JCC のスリランカ側の構成メンバーは、委員長、プロジェクトディレクター（プロジェクトの

最終責任者）、プロジェクトマネージャー（実務面の責任者）の他、ペラデニヤ大学、ルフナ大学、

地方政府･州議会省、財務･計画省対外援助局（ERD）、高等教育省、環境省、CEA、ガンポラ町、

ハンバントタ町の各代表者である。委員長には研究代表機関であるペラデニヤ大学の学長、プロ

                                            
1 野外スケール研究とは、 既存の処分場で実際に新技術を実験的に採用し、その効果を実証する研究である。 
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ジェクトディレクターには同大学の工学部長が就き、プロジェクトマネージャーには同大学工学

部のシニア講師が任命されている。 

 

(5) 国内協力機関 

 埼玉大学 環境科学研究センター 

 埼玉県環境科学国際センター 資源循環･廃棄物担当 

 独立行政法人産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門 

 早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 

 

(6) 裨益対象者及び規模 

 直接的な裨益者はペラデニヤ大学、ルフナ大学及び IFS の研究者、並びに CEA、NSWMSC、ガ

ンポラ町地方自治体及びハンバントタ町地方自治体の行政関係者等 32 名である。また、事業で計

画されているセミナー又はワークショップ等によって情報を共有できる廃棄物処分場関係者等約

200 名（計画上の参加者数）も直接的な裨益者である。一方、間接的な裨益者として、環境影響を

受けている廃棄物処分場の近隣住民が想定される。 

 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

 スリランカでは、商業活動の活発化、生活の多様化等により廃棄物の排出量が増加し、適切に

処分されない廃棄物によって、環境劣化（水質汚濁、悪臭等）や観光国としてのイメージ低下を

招いている。このような廃棄物問題を解決するために、スリランカでは「廃棄物管理国家戦略」

が 2000 年に制定され、持続的可能な廃棄物管理を目指した取り組みが始まった。2006 年に

NSWMSC が設置され、2007 年に「廃棄物管理国家政策」が制定され、2008 年には自治体が実施

する廃棄物管理事業へ総額約 57 億ルピー（約 46 億円）の無償資金を供与する環境省による Pilisaru 

Programme（以下、ピリサルプログラム）が開始された。 

 これら廃棄物管理の改善の取り組みを支援するために、JICA は、2002 年から 2003 年に技術協

力（開発調査）「地方都市環境衛生改善計画調査」を実施し、中央政府による地方自治体支援の仕

組みを構築することを提言した。この提言によって、上述した NSWMSC の設置を促し、2007 年

に NSWMSC の能力向上のための技術協力プロジェクトを開始した。この NSWMSC は、主に廃棄

物管理事業に関する運営体制、行政サービスの向上、廃棄物処分場整備計画等に対する支援を地

方自治体に行っているが、処分場の環境改善に係る技術的方策は開発しておらず、現地で適用可

能な低コスト・低メンテナンス・低環境負荷の修復技術の研究開発・導入が強く求められている。

 一方、スリランカの大学や大学院を卒業し研究職に就いた研究者は、資機材や資金の不足によ

り、国外に移住し、研究を続けるケースも多い2。よって、スリランカ国の研究機関は、複数の研

究機関との連携による国際共同研究を通じて、研究者自身の研究開発能力の向上を図るとともに、

研究者を引き付けるような国際的な研究開発環境の整備も強く望んでいる。 

 このような背景から、ペラデニヤ大学を中心とした研究グループより、スリランカの廃棄物処

分場における地域特性を生かした汚染防止と修復技術の構築及び持続可能な廃棄物処分場計画・

                                            
2 複数の研究機関のヒアリングから、このようなコメントが出された。 
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維持管理ガイドラインの作成に係る研究が要請された。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

 スリランカ政府は、「国家開発 10 ヵ年計画（2006～2016 年）」において、適切かつ持続的な廃棄

物管理システムの欠如を課題に挙げ、この廃棄物管理システムの確立には 3R（リデュース･リユー

ス･リサイクル）の推進、環境にやさしい最終処分場の整備等が重要であるとして、投資計画を立

てている。2007 年、環境省は 3R を行うための「廃棄物管理国家政策」を制定し、「廃棄物管理国

家戦略」を踏まえながら、引き続き廃棄物政策を重点的に実施するとしている。一方、環境省の

下部組織である CEA は、2005 年、一般廃棄物管理技術指針3を定めている。その中では廃棄物処

分場の設計、運営、管理についても記載されており4、本プロジェクトは、この廃棄物処分場に関

わる指針の技術的方法を強化・具体化する協力であると位置付けられる。 

 さらに、2009年、スリランカ政府は、持続的発展を目指して、「National Action Plan for Haritha Lanka 

Programme (2009～2016)」を策定し、このプログラムの中で廃棄物管理を重点課題のひとつとして

位置付け、各地方自治体における廃棄物管理に必要なインフラ整備又は適切な代替方法の採用等

を戦略に挙げている。本プロジェクトは、このインフラ整備及び適切な方法採用に資する技術を

研究・開発する協力であるといえる。 

 

(3) 他の援助機関の対応 

 国際連合プロジェクト・サービス機関（UNOPS）は、2004 年の津波被害のための支援資金を用

いて、スリランカ東部州のアンパラ地区で廃棄物改善プロジェクト、Environmental Remediation 

Programme (EPR)を実施している。このプロジェクトでは、アンパラ市を含む 12 の自治体を対象に、

廃棄物管理人材養成や地域住民啓発等が行われ、いくつかの新廃棄物施設が供用開始している。

プロジェクトは、12.3 百万 US ドル（約 10 億 3 千万円）の予算で、2011 年 6 月まで続けられる。

また、本プロジェクトにて野外スケール研究が予定されているハンバントタ処分場では、オラ

ンダの NGO エナジーフォーラムが廃棄物管理能力強化事業を 2007 年から 2010 年まで実施してい

る。この事業の主な内容は、ハンバントタ町から廃棄物管理部門を分離・独立させてタウン清掃

協会（Town Clearing Society：TCS）を設立し、独立採算を目指して、ハンバントタ処分場でのコ

ンポスト製造・販売事業、プラスチックチップ材の製造・販売を実施するというものであり、NGO

エナジーフォーラムは、TCS を資金面でも支援してきた。この事業は 2010 年で終了するため、今

後は自治体による TCS 運営が求められていく。 

  

(4) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画（又はプログラム）上の位置付け 

 我が国は、1997 年の国連環境特別総会で、環境協力の理念、行動計画を示した「21 世紀に向

けた環境開発支援構想」（ISD 構想）、2002 年には「持続可能な開発のための環境保全イニシアテ

ィブ」（EcoISD）を発表し、廃棄物を重点分野「環境汚染対策」のなかに位置づけ、2005 年に策

定した「政府開発援助に関する中期計画」（ODA 中期計画）では、地球的規模の問題への取り組

みに関する重点分野として、廃棄物処理を含む環境汚染対策を挙げている。  

                                                                                                                                              
3 あくまでも技術指針としての位置づけであり、法的に強制するものではないとしている。 
4 廃棄物処分場に関して、浸出水の地下浸透防止のためのライナーの設置や浸出水処理の必要性が記載されているが、

具体的な方法については述べられていない。 
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JICA の対スリランカ国事業展開計画においては、5 つの援助重点分野のひとつである「経済基

盤整備」での開発課題として「都市環境の改善」を挙げ、案件形成を重点とするプログラムとし

て「都市環境改善プログラム」を設定しており、本プロジェクトが目指す廃棄物管理対策の改善

も同プログラムに含まれる。 

 また、現在実施している JICA 技術協力プロジェクト「全国廃棄物管理支援センター能力向上プ

ロジェクト」及び「行政官のための廃棄物管理国別研修」は、廃棄物管理の計画策定・実施能力

の向上等、運営管理面の改善を目指すものであり、今後は、汚染防止・修復技術のような技術面

の改善が望まれている。特に、廃棄物処分場からの環境影響は深刻化する懸念があり、モニタリ

ングを行って現状を把握し、スリランカに適した具体的改善技術の開発が必要である。本プロジ

ェクトは、この必要性を満たす協力である。 

一方、我が国では、2008 年度に「地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology 

Research Partnership for Sustainable Development: SATREPS）」事業が新設された。この事業は、一国

や一地域だけで解決することが困難である環境・エネルギー、生物資源、防災及び感染症等の地

球規模課題に対して、我が国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新

しい知見の獲得を通じて、我が国の科学技術力を向上させるとともに、開発途上国の研究能力向

上を図ることを目的としている。この事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構(JST)、

外務省、JICA の 4 機関が連携するものである。本プロジェクトは、この SATREPS 事業の一つと

して採択された。 

 

４．協力の枠組み 

(1) 協力の目標 

 スリランカの持続可能な廃棄物管理に貢献することを目指した、廃棄物処分場における汚染防

止及び修復に関する技術の研究開発能力が強化される。 

 

＜指標案＞ 

 処分場での計画・維持管理ガイドラインが地方政府･州議会省と環境省に提案される。 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

【成果１】 スリランカに適応できる廃棄物処分場計画・維持管理ガイドラインのコンセプトが明

確にされる。 

＜活動＞ 

1-1： スリランカにおける廃棄物管理事業及び廃棄物政策をレビューし、改善すべき課題を把握す

る。 

1-2： ガンポラ町及びハンバントタ町の廃棄物管理に関する組織、人員体制、予算規模、技術力に

関する調査を実施する。 

1-3： 1-1及び1-2の結果を踏まえ、策定するガイドラインで網羅する項目と内容を明確にする｡ 

1-4： スリランカ廃棄物関係者を対象としたワークショップを開催し、1-3 に対する意見を聴取し、

ガイドラインの項目に反映させる。 
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＜指標案＞ 

 自治体の廃棄物管理に関する問題が明らかになり、自治体に対する廃棄物管理上のキャパシテ

ィアセスメントが実施される。 

 ガイドラインの目次案が作成され、廃棄物管理に携わる関係者に認知される。 

 

【成果２】 新規廃棄物処分場の適地選定手法が定められる。 

＜活動＞ 

2-1： 新規廃棄物処分場候補地選定のための技術的条件を見出す。 

2-2： 新規廃棄物処分場候補地選定のための社会・経済的条件を見出す。 

2-3： ガンポラ町及びハンバントタ町を対象に、2-1 及び 2-2 で見出したデータを収集する。 

2-4： 2-3 のデータを総合的に分析し、適地選定のための総合的評価手法を構築する。 

2-5： 2-4 をもとに、新規処分場の選定手順書を準備する。 

2-6： 調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、学会で

の発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者に対して

調査・研究結果を広める。 

 

＜指標案＞ 

 新規処分場の選定に必要な項目や方法を記したマニュアルが準備され、廃棄物管理に携わる

関係者に認知される。 

 

【成果３】 既存廃棄物処分場の現状を把握するために、処分場及び周辺域の汚染状況のモニタリ

ングが行われる。 

＜活動＞ 

3-1： モニタリング計画作成に必要な基本情報を収集、整理する。 

3-2： 予備的な試料分析や解析を行い、モニタリングに必要な活動（試料採取・分析等）を選定す

る。 

3-3： 3-2 に基づき、モニタリング計画（調査地点、調査頻度、調査項目、機材、人員体制等）を

作成する。 

3-4： QAQC5が実施される。 

3-5： 3-3 の計画に沿って、現地計測システムの構築、ラボラトリの整備、スタッフの能力強化を

行い、モニタリング実施手順をマニュアル化する。 

3-6： 3-5 でマニュアル化された実施手順に基づき、ガンポラ処分場及びハンバントタ処分場、並

びにそれら周辺域における汚染状況のモニタリングを行う。 

3-7： モニタリング結果を整理・分析し、廃棄物処分場からの汚染物質の移動予測及び暴露評価を

行う。 

3-8： 調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、学会で

の発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者に対して

調査・研究結果を広める。 

                                            
5 QA（Quality Assurance 品質保証）、QC（Quality Control 品質管理） 
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＜指標案＞ 

 既存処分場の汚染特性や季節変動について、査読付論文が国際的な学会誌に少なくとも 1 つ

承認され、掲載される。 

 既存処分場の汚染特性や季節変動について、審査付発表論文が国際的な学術発表会で少なく

とも 2 つ承認され、発表される。 

 現場日誌が各サイトで整備される。 

 発表された論文等の要約版がプロジェクト関連のウェブサイト上で定期的に公開される。 

 QAQC に関する報告書が作成される。 

 

【成果４】 廃棄物処分場の汚染防止・修復技術が構築される。 

＜活動＞ 

4-1： 1-4 のガイドラインのコンセプトと 3-7 の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

浸出水処理材料等の検討を行い、適用・導入可能な浸出水処理技術を構築する。 

4-2： 1-4 のガイドラインのコンセプトと 3-7 の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

遮水ライナー材料等の検討を行い、適用・導入可能なライナー技術を構築する。 

4-3： 1-4 のガイドラインのコンセプトと 3-7 の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

廃棄物地盤の強度・変形特性の検討を行い、安全な廃棄物積み上げ層厚及びその傾斜角を決

定する。 

4-4： 1-4 のガイドラインのコンセプトと 3-7 の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

処分場キャッピング材料の検討を行い、適用・導入可能な処分場キャッピング技術を構築す

る。 

4-5： 1-4 のガイドラインのコンセプトと 3-7 の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

新規処分場汚染防止及び既設処分場修復のための反応性浸透壁材料の検討を行い、適用・導

入可能な反応性浸透壁技術を構築する。 

4-6： 4-1 から 4-5 で開発された技術や知見を基に、野外スケール研究（実証試験）の計画（方法、

サイト、技術の評価方法等）を策定する。 

4-7： 4-6 で策定された計画に基づき、ガンポラ処分場及びハンバントタ処分場で野外スケール研

究を実施する。 

4-8： 4-7 の結果を 4-1 から 4-5 で開発された技術に反映する。 

4-9： 調査・研究結果を報告書に取りまとめる。 

4-10：調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、学会で

の発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく，廃棄物管理にかかわる関係者に対して

調査・研究結果を広める。 

 

＜指標案＞ 

 処分場の汚染防止・修復技術について、査読付論文が国際的な学会誌に少なくとも 4 つ承認

され、掲載される。 

 処分場の汚染防止・修復技術について、審査付発表論文が国際的な学術発表会で少なくとも 5
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つ承認され、発表される。 

 処分場において汚染修復実証モデルが示される。 

 汚染防止及び修復技術に関する概要報告書が作成される。 

 

【成果５】 持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・維持管理ガイドラインが最終化される。

＜活動＞ 

5-1： 成果１から４までの成果を活用し、低コスト、低メンテナンス、低環境負荷な廃棄物処分場

汚染防止・修復技術の組み合わせ案を複数作成する。 

5-2： ガンポラ町及びハンバントタ町における処分場建設可能性評価マップを作成する。 

5-3： 自治体に対し、新規処分場のモニタリング基準が提示される。 

5-4： 既存のガンポラ処分場及びハンバントタ処分場のモニタリング方法及び環境負荷削減方法

を示す。 

5-5： 5-1 から 5-4 の結果を共有・検討するためのワークショップを開催する。 

5-6： 5-5 におけるコメントを反映させ、スリランカ国内に適応できる、ガイドラインを最終化す

る。 

 

＜指標案＞ 

 ガンポラ町及びハンバントタ町における処分場建設可能性評価マップが作成される。 

 処分場モニタリングの基準が自治体に対して作成される。 

 処分場の計画・維持管理ガイドラインが最終化される。 

 

(3) 投入（インプット） 

＜日本側（総額約 3.6 億円、予算ベースのみ、国内協力機関、JST 等外部資金を含まない）＞ 

 専門家（長期専門家：1 名、短期専門家：16 名） 

 本邦研修 

 機材供与（現場用モニタリング機材、実験室用分析機材、データ解析機材、車両等） 

 在外事業強化費（リサーチアシスタント経費） 

ペラデニヤ大学モニタリング及び分析要員（3 ־ 人×18 ヶ月） 

ペラデニヤ大学野外スケール研究及びモデリング要員（3 ־ 人×18 ヶ月） 

ルフナ大学モニタリング及び分析要員（3 ־ 人×18 ヶ月） 

ルフナ大学野外スケール研究及びモデリング要員（3 ־ 人×18 ヶ月） 

ペラデニヤ大学・ルフナ大学社会還元要員（3 ־ 人×18 ヶ月） 

 

＜スリランカ側＞ 

 カウンターパート 32 名（ペラデニヤ大学：14 名、ルフナ大学：3 名、キャンディ基礎研究所：

2 名、中央環境庁：2 名、全国廃棄物管理支援センター：1 名、財務･計画省：1 名、ガンポラ

町：1 名、ハンバントタ町：1 名、国家上下水道公社：2 名、他 5 名） 

 施設（ペラデニヤ大学及びルフナ大学に専門家執務室、インターネットアクセス、電話設備、

及び、プロジェクト実施に必要な執務室の光熱費） 
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 野外スケール研究用の処分場（ガンポラ町及びハンバントタ町の処分場） 

 その他、必要に応じて双方が合意した施設・設備 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 前提条件 

 スリランカ国が政治的、社会的に安定している。 

 同国側の負担分の予算が確保される。 

2) 成果達成のための外部条件 

 環境モニタリングや野外スケール研究の実施時に地域住民からの理解や協力が得られる。 

 中間レビュー時に規模・期間が決まる野外スケール研究に必要な資機材がスケジュールどお

りに入手できる。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

 以下の観点から、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断できる。 

 スリランカ国では、３．(1)に記載のとおり、積極的に廃棄物管理の政策を進めていこうとして

おり、本プロジェクトは相手国の政策ニーズに合致している。 

 本プロジェクトは、廃棄物管理対策の改善につながることから、対スリランカ国 JICA 事業展

開計画における「都市環境の改善」という開発課題に係る「都市環境改善プログラム」に位置

づけられる協力であり、我が国の開発援助政策との整合性は確保されている。 

 環境モニタリング及び野外スケール研究の対象サイトとして、多雨地域ではガンポラ処分場、

乾燥地域ではハンバントタ処分場が選定されている。その選定理由は、同国の地方都市におい

て多数存在する規模の処分場（1 日の搬入量が 10 トン程度)であり、なおかつ、現在は環境問

題が起きていないが将来懸念される処分場ということから、模範的で成果が期待され、研究に

適したサイトである。 

 ３．(4)に記載のとおり、現在実施している JICA 技術協力プロジェクトは運営管理面の改善を

目指すものであり、今後は、最終処分場のモニタリング技術、汚染防止技術、修復技術といっ

た技術面での開発を目指す協力が必要である。 

 本プロジェクトの目標を達成するためには、作成されたガイドラインが中央政府の働きかけの

もと、地方自治体で広く使用されることが必要であり、カウンターパートが研究機関と行政機

関で構成されていることは適切である。 

 スリランカでは、廃棄物関連の技術者の人材が不足していることから、研究機関の研究開発能

力を高めつつ、行政機関と協働で廃棄物課題に取り組むことにより、研究成果が社会に還元さ

れやすい仕組み作りが必要である。ペラデニヤ大学を中心とする複数の研究機関が地方政府・

州議会省及び環境省等の行政機関を巻き込む形で研究・開発を行う本プロジェクトはこの必要

性を満たしている。 

 

(2) 有効性 

 以下の観点から、有効性が見込める。 
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 本プロジェクトの成果は 5 つである。技術的な開発の成果を単なる研究に終わらせないために、

広く社会に活かすよう、成果５にあるように最終的に新技術ガイドラインを提案する。そのた

めに、まず、成果１でそのコンセプトを明確にし、成果２でスリランカの地域に適した処分場

の仕様を把握し、計画段階にも利用できるよう新処分場の適地選定手法を定め、成果３で実際

に処分場の汚染現状を把握し、成果４でガイドラインの主要部分となる汚染防止・修復に関す

る新技術の構築を行う。これら成果の結果、研究開発能力が強化される。 

 JCC の委員長及びプロジェクトダイレクターは、人事異動の影響を軽減するために、それぞれ

ペラデニヤ大学の学長及びペラデニヤ大学の工学部長と職位で指名されており、また、既にペ

ラデニヤ大学は埼玉大学と大学間交流協定を結び、継続的で密接な連携がなされていることか

ら、成果達成に対する有効性の確保が十分可能である。 

 

 ただし、以下の点に注意する必要がある。 

 本プロジェクトの成果の指標案は、現段階では、単に活動を実施したかどうかを問うものであ

り、その活動の適正さ、程度・変化等の達成度合いを測る指標とはいえないものが少なくない。

例えば、「関係者に認知される」という指標案には、どの程度認知されたか、認知された結果ど

う変化したかを測ることも考慮すべきであり、また、報告書・マップ・基準・ガイドライン等

が「作成される」という指標案は、活動そのものであるため、現状よりもどの程度優れており、

どの程度適正であるのかなど、その内容の質を測ることが期待される。特に、成果５について

は、「持続的かつ適用可能な」の達成を測る指標が望まれる。今後、本プロジェクトを実施して

いくなかで、達成すべき適正な技術レベルを設定し、活動によってどの程度現状を変化させら

れるかを考慮した上で、成果の達成度としての定性的な変化を客観的な基準に基づいて定量化

できるような指標を検討していくことが必要である。 

 野外スケール研究の規模・期間については、中間レビュー結果及び予算執行状況を考慮して JCC

内で決定すると合意されている。研究機関だけでなく、行政機関も巻き込む形で構成される JCC

では、新技術の開発とともに、確かな社会還元を求める意向も強いと考えられるため、改善効

果が目に見えるような有効性の高い研究になるよう、中間レビュー時以前からも JCC 関係機関

内で十分な調整が必要である。 

 

(3) 効率性 

 以下の観点から、効率的な実施が見込める。 

 埼玉大学とペラデニヤ大学、ルフナ大学、IFS はこれまで多数の共同研究を行っており、さら

に、ペラデニヤ大学及びルフナ大学とは大学間交流協定を結んでいることから、両国間のこれ

までの研究体制が活用できる。 

 IFS では、20 年前に我が国より供与された機材の約 6 割が稼働中であり、維持管理能力は高い

と判断できる。スリランカ側は、故障中の機材について、最大限修理することを希望しており、

新規購入に比べ、費用的に低く抑えることが可能である。 

 スリランカ側の行政機関においては、開発調査及び実施中の技術協力プロジェクトを通じて我

が国との協力体制が出来上がっている。 

 埼玉県環境科学国際センターは、国内外（埼玉県内及びタイ国内）の廃棄物処分場及びその周



 10

辺域のモニタリング業務・研究を実施しており、高い技術力を持っている。産業技術総合研究

所地圏資源環境研究部門は、国内外の最終処分場の環境リスク評価を実施し、独自のリスク評

価ツールを開発し、検証している。また、早稲田大学大学院アジア太平洋研究科はアジアにお

ける環境政策について多数の研究実績を有する。このような日本側参加機関の研究実績は、本

プロジェクトに十分活用できる。 

 

ただし、以下の点に注意が必要である。 

 野外スケール研究が予定されているガンポラ町では、ピリサルプログラムにおいて新規処分場

の建設が計画されている。研究・開発される技術がその新規処分場に活かされるために、その

計画との整合性を図りつつ野外スケール研究を行う必要がある。 

 

(4) インパクト 

 本プロジェクトのインパクトは、以下のように推測できる。 

 行政への学術研究成果の提案が行われることで、研究機関と行政機関のネットワークが構築さ

れ、研究成果を社会に還元しやすい環境が出来上がることが期待できる。 

 研究者及び研究機関の能力向上を通じて、研究機関の評価基準の一つである論文や学会での発

表数が増え、参加する研究機関の国際的認知度があがることが期待できる。 

 廃棄物処分場における環境負荷軽減のための技術が具体化されることで、近隣住民への環境負

荷が低減されることが期待できる。 

 

(5) 自立発展性 

 以下の観点から、本プロジェクトの自立発展性は高いと見込まれる。 

 本プロジェクトでは、カウンターパートとして、環境省の下部組織で廃棄物管理の技術指針を

制定する CEA と、地方政府・州議会省所管で地方自治体に支援活動を行っている NSWMSC の

両行政機関が参加することから、協力終了後も本プロジェクトの成果が全国に普及していくた

めの組織・制度的な自立発展性が期待できる。 

 スリランカ国では、３．(1)に記載のとおり、廃棄物管理の技術面での改善が望まれており、本

プロジェクトが目指す低コスト・低メンテナンスの技術を求める地方自治体が増えていくこと

が予想され、本プロジェクトの成果によって新技術が低予算で導入可能となれば、中央政府か

らの地方自治体への支援も容易となって、外部資金に頼らずに財政的に自立発展していくこと

が期待できる。 

 埼玉大学、ペラデニヤ大学、ルフナ大学は本プロジェクト以外にも多数の共同研究を行ってい

る。また、埼玉大学はペラデニヤ大学及びルフナ大学の両大学とも大学間交流協定を締結して

おり、埼玉大学はスリランカ留学生の受け入れも引き続き積極的に行っていく計画である。よ

って、本プロジェクト終了後も双方の人的な交流をベースに、成果が持続していくものと期待

できる。 

 スリランカでは、日本で学位を取得した留学生の同窓会が存在し、その多くが大学の教員とし

て勤務している。本プロジェクトのカウンターパートの内、プロジェクトディレクター、プロ

ジェクトマネージャーを含む 8 名が日本の大学で学位を取得している。この同窓会のネットワ
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ークを活用することで、本プロジェクトで得られた研究開発のノウハウが教育現場で自立的に

普及されることが期待できる。 

 中央政府及び地方政府で大きな役割を担っている、３.(4)でも述べた JICA の廃棄物管理関連の

国別研修の帰国研修員は、スリランカで同窓会を結成し、ネットワークを構築している。この

同窓会の会長は地方政府･州議会省の元次官補が担当しており、カウンターパート機関の一つで

ある NSWMSC が同窓会の事務局を担っている。この同窓会のネットワークを通じて、開発さ

れた技術が全国的に普及されることが期待できる。 

 機材の維持管理において、IFS は機材の維持管理部門を持ち、技術的にもレベルが高いことが

確認された。この技術力を用いて適切な機材の維持管理が期待できる。 

 

 ただし、以下の点に注意する必要がある。 

 本プロジェクト実施中、機材の維持管理は、日本側の負担で実施される。しかし、供与された

機材がプロジェクト終了後も適切に活用されるためには、適切な維持管理予算の確保等が必要

となる。よって、本プロジェクト実施中に予算等を含めた維持管理計画を策定し、終了後、適

切に実行される必要がある。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

【環境配慮】 

 本プロジェクトは JICA 環境社会配慮ガイドラインにおけるカテゴリにおいて「C」に分類され

る。その理由は以下の通りである。 

 研究機関における技術開発及び研究能力向上が主たる目的であるため。 

 野外スケール研究を行う予定の処分場は搬入量が 1 日あたり 8 トンから 12 トンと少なく、仮に

何らかの全体的な改善を行う場合でも、スリランカ国の環境影響評価の実施は必要ない6。 

 ハンバントタ処分場、ガンポラ処分場とも隣接した住宅や施設はない。 

 

【貧困削減推進】 

 両処分場にウエイストピッカーが存在しないため、特段の配慮要因はない。 

 

【ジェンダー】 

 特段の配慮要因はない。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 ペラデニヤ大学や IFS では、JICA や他のドナーが過去に供与した機材があり、その大半は修理

等を受けて適切に維持管理されているが、中には修理されない状況で保管されている機材が存在

する。その主な原因は、十年以上前の機材であるため、パーツの入手が困難であったり、修理費

用が高額であったりするためである。本プロジェクトではモニタリング機材や分析装置の機材供

与が含まれる。供与の前段階で、スリランカ側実施機関の維持管理能力（体制、コスト負担等）、

機材の設置場所の状況（電圧の安定性や気温･湿度等）等を確認する必要がある。また、多くの機

                                            
6
スリランカ国では搬入量100トン/日以上の処分場の改変及び新規建設に際して環境影響評価が必要である。 
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材は、維持管理コストを必要とするため、その体制づくりが必要不可欠である。これらを適切に

評価し、機材の選定を行う必要がある。 

 また、先行している他国の SATREPS 事業の中間レビューや終了時評価を踏まえ、各機関の調整

方法や研究成果の社会還元の進め方等、プロジェクト実施上のノウハウを本プロジェクトに反映

させることが必要である。 

 

８．今後の評価計画 

 中間レビュー  2013（平成 25）年 12 月頃 

 終了時評価   2015（平成 27）年 9 月頃 

 

 


